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  財政援助団体等監査結果報告における監査委員指摘、指導及び 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ １．豊島区土地開発公社について（所

管課：財産運用課） 
 

【２】指導事項 

（１）購入した土地代金と補償金の仕訳につい

て 

平成 30 年度に豊島区土地開発公社（以下「公

社」という。）が購入した土地のうち 1 件につ

いて、底地権の所有者と借地権の所有者が異な

るケースがみられた。この借地権の購入金額に

ついては、補償金（残地・借地権補償費）とし

て計上されていた。 

契約書の表題は、「借地権消滅補償契約書」と

なっているが、実態は借地権の購入である。ま

た、底地権と借地権はあわせて土地と認識され

るものであり、借地権の購入金額は土地の購入

金額の一部として計上すべきであった。 

公社は、今後、契約書の文言にとらわれず、

取引の実態に基づき適正な会計処理をされた

い。 

（豊島区土地開発公社） 

第２ １．豊島区土地開発公社について（所

管課：財産運用課） 
 

【２】指導事項 

（１）購入した土地代金と補償金の仕訳につい

て 

令和元年度決算から、土地購入代金として計

上し、適正な会計処理に改めた。 

        （豊島区土地開発公社） 

所管課等: 豊島区土地開発公社 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ １．豊島区土地開発公社について（所

管課：財産運用課） 
 

【３】意見・要望 

（１）公社の必要性について 

公社の必要性については、かねてより他の自

治体でも議論されてきており、廃止を決めた自

治体も見られるところである（港区、文京区、

江戸川区の 3区が廃止）。 

区では、公社が迅速かつ柔軟に対応すること

で、計画的なまちづくりに貢献しているとして

現時点での必要性を説明している。しかしなが

ら、土地購入のために必要な資金は、すべて民

間の金融機関からの借入金であり、借入利息の

返済には、区からの補助金が充てられているた

め、借入利息の分、区の負担が増えるなどのマ

イナス面もみられる。 

公社及び財産運用課は、引続き公社の必要性

についての議論を深められたい。 

（豊島区土地開発公社、財産運用課） 

第２ １．豊島区土地開発公社について（所

管課：財産運用課） 
 

【３】意見・要望 

（１）公社の必要性について 

 公社の必要性については、かねてから各自治

体において議論が進み、廃止の方向にあること

は十分理解している。しかしながら、補助対象

事業による土地購入の補助金要望時期との関

係から区による直買いが困難である旨の相談

を主管課から受けており、現状では廃止の方向

での検討は考えていない。 

 今後も、補助対象であり一般財源の持ち出し

額が無い等、公社を使う理由を明確化し、区に

とってメリットがある場合に限り利用してい

く方針である。 

（豊島区土地開発公社、財産運用課） 

所管課等: 豊島区土地開発公社、財産運用課 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ １．豊島区土地開発公社について（所

管課：財産運用課） 
 

【３】意見・要望 

（２）土地購入資金の借入金利について 

公社が土地の購入のために銀行から借入れ

を行う際の借入金利は、協調融資銀行団と締結

した協定に基づき、幹事銀行の短期プライムレ

ート（1.475％）を適用している。しかしながら、

区よりも低い金利で土地の購入資金を借り入

れている自治体もあるため、さらなる負担軽減

に努めるべきである。 

また、会計課は基金の運用を行うことから、

金融機関とのコネクションがあり、金利に関す

る情報を持っていると思われる。会計課職員も

公社の職員を兼務していることから、会計課は

公社及び財産運用課と共に、土地の購入に関わ

る借入金利についても調査・研究を深め、より

有利な内容とできるよう交渉に努められたい。 

（豊島区土地開発公社、財産運用課、 

会計課） 

第２ １．豊島区土地開発公社について（所

管課：財産運用課） 
 

【３】意見・要望 

（２）土地購入資金の借入金利について  

 

 特別区内の土地開発公社については、各区土

地開発公社の事務局長による、特別区土地開発

公社事務局長会を組織しており、毎年度共同で

幹事行である、みずほ銀行に対して借入金利に

ついて引き下げを要望しているが、平成 29 年

に 0.05%の引き下げが行われたのを最後に、こ

れ以上の引き下げは難しい旨の回答である。 

 安定的かつ効率的な資金調達の観点から、現

行の協調融資団体制を維持することが不可欠

であると考える。 

（豊島区土地開発公社、財産運用課） 

 

基金の運用上金融機関等から得られる金利

に関する情報については、随時関係課に提供

し、有利な土地購入が進められるよう努めてい

く。 

（会計課） 

所管課等: 豊島区土地開発公社、財産運用課、会計課 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ １．豊島区土地開発公社について（所

管課：財産運用課） 
 

【３】意見・要望 

（３）公社の情報公開について 

公社の財務情報については、区のホームペー

ジに掲載されていないなど、情報公開が進んで

いない面が見られた。 

公社の必要性を区民に分かりやすく説明す

るためにも、実施事業の詳細な説明や、財務情

報の公開は重要である。 

区民に対する説明責任を果たすため、分かり

やすい資料を作成したうえで、情報公開を推

進されたい。 

（豊島区土地開発公社） 

第２ １．豊島区土地開発公社について（所

管課：財産運用課） 
 

【３】意見・要望 

（３）公社の情報公開について 

 土地開発公社の財務情報については、事業の

概要及び土地の取得と処分の状況について平

成３０年９月から豊島区ホームページで公開

している。 

今回の監査において借入金の内容が分かり

づらいという意見を頂いて、令和２年６月から

新たに協調融資団と豊島区からの借入金に分

けて借入金の情報を追加で公開した。 

（豊島区土地開発公社） 

所管課等: 豊島区土地開発公社 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【１】指摘事項 

（１）保育事業会計における経理処理の過誤に

ついて 

社会福祉法人豊島区社会福祉事業団（以下

「事業団」という。）は、保育園事業 3 施設の

うち 2 施設を区からの受託により運営してい

る。 

保育園の委託契約に係る委託費は、内閣府子

ども・子育て本部統括官及び厚生労働省雇用均

等・児童家庭局長からの連名通知「子ども・子

育て支援法附則第6条の規定による私立保育所

に対する委託費の経理等について」（平成 27 年

9 月 3 日付け府子本第 254 号・雇児発 0903 第 6

号、(最終改正)平成 29 年 4 月 6 日付け府子本

第 225 号・雇児発 0406 第 2 号）の準拠により、

当期末の支払資金残高は当該年度の委託費収

入の 30％以下とするよう保有限度額が定めら

れているが、事業団は限度額を超過して保有し

ている。 

また、当該委託料の残金が高齢者事業へ貸し

付けられているが、事業区分間の資金の貸付け

は、当該年度内に限って認められているにもか

かわらず、返済が次年度以降にまたがり、完済

しないまま、更なる貸付けが行われており、そ

の残高は平成31年3月31日現在、約1億5,327

万円であった。 

さらに、保育課へ報告する財務情報に関する

実績報告書に不備があり、また、期末支払資金

残高の目的外使用には事前に保育課との協議

が必要であるにもかかわらず、その手続きが行

われていなかった。 

事業団からは既に自主的な報告が区にされ、

また区議会へも報告済みであるが、事業団は経

理処理を早急に改められたい。 

保育課は、今後、不適正な経理処理がされて

いないかの確認を、より厳密に行うとともに、

事業団の経理処理が是正されたかの確認を徹

底されたい。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団、 

保育課） 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【１】指摘事項 

（１）保育事業会計における経理処理の過誤に

ついて  

 

 令和元年度事業団補正予算第 1号（令和元年

11 月 29 日理事会議決）に基づき、駒込第三保

育園拠点並びに南大塚保育園拠点から本部拠

点への繰入金支出を行い、両保育園拠点におけ

る支払資金残高の限度額超過状況を解消する

とともに、貸付金残高の清算を行った。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団） 

 

前期末支払資金残高の取り崩しについて

は、取り崩し前に保育課へ協議・承認を得る

よう手続きを徹底した。これにより、令和 2

年 3月 16 日に事業団から取崩し協議書（理事

会承認済）が豊島区長あてに提出され、取り

崩し額及び使途目的等が適切に行わることを

確認し、承認を行った。 

また、不適正な経理処理がされていないかの

確認については、令和 2年度契約より、従来

から提出を求めていた年度末の歳入歳出決算

書に加え、上半期委託料（4月から 9月分）の

歳入歳出決算書の提出を求め、厳密に確認を

行うこととした。 

（保育課） 

所管課等: 
社会福祉法人豊島区社会福祉事業団、 

保育課 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【１】指摘事項 

（２）特別養護老人ホームにおける繰替金の取

扱いについて 

平成 12 年 4 月 1 日より介護保険制度が実施

されたことに伴い、厚生省老人保健福祉局長か

ら「特別養護老人ホームにおける繰越金等の取

扱い等について」（平成 12 年 3 月 10 日付け老

発第 188 号、(一部改正)平成 26年 6 月 30 日付

け老発 0630 第 1号）が通知された。 

これによれば、平成 12 年度以降における運

営費等について、「施設報酬を主たる財源とす

る資金を他の社会福祉事業等又は公益事業若

しくは収益事業へ一時繰替使用することは、差

し支えない。ただし、当該法人が行う当該指定

介護老人福祉施設以外の介護保険法第 23 条に

規定する居宅サービス等の事業へ繰替使用し

た場合を除き、繰替えて使用した資金は、当該

年度内に補てんしなければならない。」と資金

の繰替使用における運用上の留意事項が示さ

れている。 

しかしながら、事業団は、介護保険事業収入

により運営されている上池袋豊寿園、長崎第二

豊寿園、訪問介護ステーションの各拠点会計よ

り本部拠点へ運転資金を貸し付けており、その

残高は平成 31年 3 月 31 日現在、約 1億 453 万

円であった。 

事業団は、通知により示された運用上の取扱

いを順守し、一時繰替えた資金について、速や

かに是正措置を講じられたい。 

出資法人を所管する福祉総務課は、事業団へ

の指導を徹底されたい。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団、 

福祉総務課） 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【１】指摘事項 

（２）特別養護老人ホームにおける繰替金の取

扱いについて 

 令和元年度事業団補正予算第 2号（令和 2年

3月 16 日理事会議決）に基づき、上池袋豊寿園

拠点、長崎第二豊寿園拠点、訪問介護ステーシ

ョン拠点の３拠点から本部拠点への繰入金支

出を行い、貸付金残高の清算を行った。 

 今後、福祉総務課においても、事業団の決算

状況等の確認を徹底していくこととする。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団、 

福祉総務課） 

所管課等: 
社会福祉法人豊島区社会福祉事業団、 

福祉総務課 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【１】指摘事項 

（３）消防用設備等の点検等について 

消防用設備等の点検は、6 か月に 1 回の機器

点検と、1 年に 1 回の総合点検が義務づけられ

ており（平成 16 年 5 月 31 日消防庁告示第 9

号）、また、点検結果を建物の用途によって定め

られた期間ごとに消防長または消防署長へ報

告しなければならないとされている（消防法施

行規則第 31 条の 6）。 

事業団は、平成 30 年度より区から長崎第二

豊寿園の施設管理を引き継いだものの、その

後、消防用設備等の点検を実施していなかっ

た。 

また、消防計画、防災計画、BCP（事業継続計

画）についても、作成年月日及び更新年月日の

記載がなく、そのため、最新の内容であるか判

断ができず、内容の更新も行われていないよう

に見受けられた。 

事業団は、消防法等に定められた点検及び報

告を遅滞なく行うとともに、緊急時に速やかな

対応が可能となるよう消防計画等の内容を更

新し、作成・更新年月日ももらさず記載された

い。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団） 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【１】指摘事項 

（３）消防用設備等の点検等について 

 長崎第二豊寿園消防用設備等の点検につい

ては、令和元年 10 月 31 日（総合点検及び機器

点検）及び令和 2年 3月 6 日（機器点検）に実

施した。 

 消防計画、防災計画、BCP（事業継続計画）に

ついては、令和 2年度中の『危機管理部会』に

おいて記載事項の確認と、内容更新・改善を行

うこととする。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団） 

所管課等: 社会福祉法人豊島区社会福祉事業団、 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【２】指導事項 

（１）文書の収受について 

事業団から補助金に関する事前協議書が豊

島区保健福祉部長あてに提出されていたが、文

書収受印が押されておらず、文書管理システム

による収受も行われていなかった。 

また、保育園に関する補助金の申請書等が豊

島区長あてに提出されていたが、その一部に文

書収受印が押されておらず、文書管理システム

による収受も行われていなかった。 

高齢者福祉課及び保育課は、今後、豊島区

公文書管理規程に基づき適正な収受手続きを

されたい。 

（高齢者福祉課、保育課） 

 

 

（２）法定福利費の計上について 

事業団は、通常分と「介護職員処遇改善加

算」の 2種類の賞与について賞与引当金を計

上しているが、それに対応する法定福利費の

計上がされていなかった。 

賞与に係る法定福利費の法人負担分につい

ては、賞与引当金に係る当期の費用とすべき

であるが、法定福利費の法人負担分のうち通

常賞与分 12,611,762 円、介護職員処遇改善加

算分 6,463,900 円、合計 19,075,662 円が計上

もれとなっていた。 

介護職員処遇改善加算の金額が算出される

時期が 5月 20 日前後であり、当期の決算に含

めると決算処理が遅くなってしまうため、計

上していないとのことであったが、引当金は

概算額での計上も認められている。 

事業団は、今後、法定福利費を概算額によ

り計上されたい。 

出資法人を所管する福祉総務課は、事業団

から提出された決算書を確認し、誤り等があ

った場合は、適正に処理するよう事業団に対

し指導されたい。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団、 

福祉総務課） 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【２】指導事項 

（１）文書の収受について 

 令和元年度以降の補助金に関する事前協議

書は文書収受の押印及び文書管理システムに

よる収受を行っている。 

（高齢者福祉課） 

 

補助金に関する事前協議書等の受領につい

ては、豊島区公文書管理規定に基づき、文書管

理システムによる収受を行う前に、文書収受印

を押すよう事務の流れを徹底した。 

 （保育課） 

 

 

 

 

（２）法定福利費の計上について 

 令和元年度決算（令和 2年 6月 11 日理事会、

令和 2 年 6 月 26 日評議員会議決）より、賞与

引当金計上額に法定福利費相当額を算入する

よう、会計処理を改めた。 

 今後、福祉総務課においても、事業団の決算

状況等の確認を徹底していくこととする。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団、 

福祉総務課） 

所管課等: 
高齢者福祉課、保育課、 

社会福祉法人豊島区社会福祉事業団、 

福祉総務課 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【３】意見・要望 

（１）経営改善計画について 

現在、事業団は収支差額が 6年連続赤字であ

り、平成 30 年度末では約 4,500 万円の赤字と

なっている。特に、高齢者に関する事業は厳し

い経営状況にある。また、施設改修の資金の借

り入れを行っているが、その返済も 2年の猶予

期間が終わり、来年度より始まるため、更に資

金繰りが厳しくなることが予想される。 

経営状況の悪化の原因として、事業団は特別

養護老人ホームの稼働率が、入院する入所者の

増加により低下したことを挙げている。 

独立行政法人福祉医療機構が行った「2019 年

度『特別養護老人ホームの入所状況に関する調

査』」の結果報告をみても、15.5％の施設におい

て 1年前と比較して利用率が低下しており、そ

の主な要因として、入院者の増加と他施設との

競合の激化が挙げられている。 

入院する入所者を減らすための改善策とし

ては、予防策の充実が重要となる。感染症や転

倒事故などの防止により、入院へ至るケースが

減少すれば、稼働率の向上につながり、その結

果として収益の向上にもつながると考えられ

る。 

また、人材確保の困難と、それに伴う人材紹

介手数料等の経費増の問題も、事業団だけの問

題でなく全国的な問題として取り上げられて

いる。 

人材の確保に向けては、働きやすく、魅力あ

る職場環境づくりに取り組むことが重要であ

る。 

東京商工リサーチによれば、2019 年上半期

「老人福祉・介護事業」の倒産は 55 件で、2018

年同期から 2 年連続で前年同期を上回ってお

り、老人福祉事業全体が苦しい経営状況にあ

る。 

事業団は、平成 28 年 3 月に「第 5 次経営改

善計画書」を策定し、さまざまな努力を重ねて

いるところではあるが赤字の改善には至って

おらず、その後も保育事業の余剰金を高齢者施

設に関する事業に使用している。今後も安定し

た経営を続け、地域の福祉の向上を担うため

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【３】意見・要望 

（１）経営改善計画について 

 令和元年 8 月から 11 月にかけて『現状分析

チーム』を設置し、「第 5 次経営改善計画の評

価・検証」「経営状況の分析」「これからの計画

のあり方」について検討を行った。その結果、

現状との乖離が著しい『第 5次経営改善計画』

を中断して新たな計画を策定する方針を決定

した。さらに、引き続き設置した『新計画策定

チーム』で当面の行動計画となる『経営再建計

画』を策定し、令和 2年 3月の理事会で正式に

決定し、評議員会に報告を行った。 

『経営再建計画』の計画期間は 3年間とし、

限られたマンパワーで介護事業を継続してい

くための事業再編案、人材確保・育成策、介護

事業の増収策、保育事業の拡充方針等を主要な

柱としている。 

令和 2 年 5 月には、以上の経緯を区に報告

し、その後、新型コロナウイルスの影響もふま

えた『経営再建計画』の一部見直しと、新たな

中期計画（計画期間は 5年間）についての検討

を開始している。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団） 
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に、改善計画の見直しも視野に入れながら、具

体的かつ実効性のある改革を進められたい。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所管課等: 社会福祉法人豊島区社会福祉事業団 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【３】意見・要望 

（２）補助金の計上について 

事業団は、区から交付された補助金の一部を

未収金として計上しているため、平成 30 年度

分として区がまとめた補助金一覧と、事業団が

まとめた補助金一覧の内容に齟齬があった。 

また、貸借対照表に計上された未収補助金

は、合計額が記載されているのみであり、計上

されている補助金の内訳が不明確な状況にあ

った。 

事業団では、決算書の附属明細書まで公表し

ており、財務情報の情報公開は推進されている

が、公表された内容を見ても確認できない部分

がある。 

今後、事業団においては、補助金一覧を作成

する際、当該年度受領分をすべて記載した一覧

表を作成されたい。また、貸借対照表に計上す

る未収補助金については、「注記」として内訳を

記載するなど、誰にでも分かりやすい内容で作

成するよう工夫をされたい。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団） 

 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【３】意見・要望 

（２）補助金の計上について 

 令和元年度受領分から、受領した補助金をす

べて記載した補助金一覧表を作成することと

した。 

 また、未収補助金については、令和元年度決

算以降は、決算書と別に未収補助金明細書を整

備することとした。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団） 

所管課等: 社会福祉法人豊島区社会福祉事業団 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【３】意見・要望 

（３）デイサービスの利用率向上について 

以前は、事業団の運営するデイサービスの利

用者は多く収益率も高かったが、近年、近く

に株式会社等の民間事業者が経営する同様の

施設が増加したことで競争が激しくなり、4施

設全体で見るとやや利用率が低下している。 

新しくできた施設に比べ、施設・設備が古い

ことがマイナス要因となり、利用率の低下に

つながっていると考えられるが、施設の改修

には莫大な資金が必要となり、経営を圧迫す

ることは避けられないため、ソフト面の充実

が課題であると思われる。 

デイサービスに行くと元気になり、介護の等

級が下がったといった事例もある。利用者

が、真に求める質の高いサービスの提供がで

きれば、施設面でのマイナスを補い、利用者

の確保につなげることも期待できる。 

事業団は、利用者にアピールできるサービス

内容の再構築を目指すとともに、利用率の向

上に努められたい。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団） 

 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【３】意見・要望 

（３）デイサービスの利用率向上について 

 令和元年 8月から、デイサービスを中心とす

る介護事業収益向上策を検討する『選ばれる事

業所チーム』を設置し、21 項目の取り組みリス

トをまとめた。 

 リストの内容は、新たなサービスプログラム

の企画、サービスの見える化による効果的な PR

推進策、設備機器その他の更新等から成り、主

要な項目は令和2年度事業団予算に計上すると

ともに、その他の項目についても令和 2年度以

降の実施体制を構築した。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団） 

 

所管課等: 社会福祉法人豊島区社会福祉事業団 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【３】意見・要望 

（４）文書の管理について 

事務監査及び会計士検査実施時に、事業団

に対して、監査に関する資料の追加提供を依

頼したが、依頼した資料が速やかに提出され

ないケースが散見された。 

区では令和元年 10 月 1日、豊島区公文書等

の管理に関する条例（以下「文書管理条例」

という。）が施行され、今まで以上に文書の適

正な管理が義務付けられた。 

文書管理条例第 2条第 1号により、この条

例の実施機関は「区長、教育委員会、選挙管

理委員会、監査委員及び議会」と規定されて

いるが、出資法人に対しては区と同一視され

ることが見込まれるため、同第 15条第 1項に

より、「区が出資又は財政的援助を行う法人で

区長が指定するもの（以下「出資法人等」と

いう。）は、この条例の趣旨にのっとり、その

保有する文書の適正な管理を行うため必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。」と

規定されている。 

また、同条第 2項では「区長は、出資法人

等に対し、前項に定める必要な措置を講ずる

よう求めるものとする。」とも規定されている

ことから、出資法人を所管する課は、適正な

文書管理がされているか定期的なチェックを

行い、不適正な運用が見受けられたときは、

指導すべきである。 

事業団は、文書管理条例に準拠した文書管

理を行うべく努力されたい。 

福祉総務課は、事業団において適正に文書

管理がなされているか定期的に確認したうえ

で適切に指導されたい。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団、 

福祉総務課） 

 

第２ ２．社会福祉法人豊島区社会福祉事

業団について（所管課：福祉総務課、高齢

者福祉課、保育課） 
 

【３】意見・要望 

（４）文書の管理について 

 令和 2年 7月に事業団の『情報管理体制整備

構想』をまとめたので、これを推進する過程で、

区条例に準拠したファイリングシステムの整

備を行うこととする。 

 今後、福祉総務課においても、事業団の文書

管理が適切に行われているか等の確認を徹底

していくこととする。 

（社会福祉法人豊島区社会福祉事業団、 

福祉総務課） 

所管課等: 
社会福祉法人豊島区社会福祉事業団、 

福祉総務課 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ３．公益社団法人豊島区シルバー人

材センターについて（所管課：福祉総務課） 
 

【２】指導事項 

（１）補助金経理に関する帳簿の保存年限につい

て 

公益社団法人豊島区シルバー人材センター

（以下「センター」という。）の財務規程では、

帳簿の保存期間は 10 年とされているが、実際

には、区が定めた社団法人豊島区シルバー人材

センター補助金要綱の規定により、5 年分が保

存されていた。 

センターの帳簿は、センターの財務規程によ

り保存されるものであるから、同規程により帳

簿の保存期間が 10 年とされている以上、10 年

間保存すべきである。 

センターは、同規程の保存期間を順守された

い。なお、実際の運用が 5年の保存とされてい

ることから、適切な保存期間について、同規程

の見直しも含め検討されたい。 

（公益社団法人豊島区シルバー人材センター） 

第２ ３．公益社団法人豊島区シルバー人

材センターについて（所管課：福祉総務課） 
 

【２】指導事項 

（１）補助金経理に関する帳簿の保存年限につい

て 

令和２年４月の定例理事会において指摘事

項について検討し、財務規程を改正し令和２年

度より５年保存とした。 

（公益社団法人豊島区シルバー人材センター） 

所管課等: 公益社団法人豊島区シルバー人材センター 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ３．公益社団法人豊島区シルバー人

材センターについて（所管課：福祉総務課） 
 

【３】意見・要望 

（１）消防訓練について 

センターは、特定防火対象物に該当する。特

定防火対象物の管理者は、消防法施行令第 3条

第 10 項の規定により、消防訓練及び避難訓練

を年 2回以上実施すべきとされているが、セン

ターでは、そのいずれも行われていなかった。 

センターは、消防法施行令に定められたとお

り、年 2回以上の訓練を実施されたい。 

（公益社団法人豊島区シルバー人材センター） 

 

第２ ３．公益社団法人豊島区シルバー人

材センターについて（所管課：福祉総務課） 
 

【３】意見・要望 

（１）消防訓練について 

 本年度９月と３月にそれぞれ消防訓練を実

施する。また、来年度以降も年２回以上の訓練

を計画し、実施する。 

（公益社団法人豊島区シルバー人材センター） 

所管課等: 公益社団法人豊島区シルバー人材センター 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ３．公益社団法人豊島区シルバー人

材センターについて（所管課：福祉総務課） 
 

【３】意見・要望 

（２）シルバー事業のイメージアップ等につい

て 

 

センターの求人内容を見ると清掃作業が多

く、もともとホワイトカラーであった会社員

や就労経験の少ない会員の就労希望とミスマ

ッチが生じている。 

最近、池袋駅周辺における清掃活動におい

て「としまシルバースターズ」とチームの名

称をつけたことでセンターでの業務イメージ

が向上し、女性の応募が増えたケースがあ

る。業務イメージを変化させることで、ミス

マッチの解消につながる可能性があるため、

業務内容のイメージアップに取り組むことは

重要である。 

また、「高齢者等の雇用の安定等に関する法

律の一部を改正する法律（平成 16年法律第

103 号）」が制定され、シルバー人材センター

において、届出により労働者派遣事業を実施

することができるようになったことで、業務

の多様化も目指せるようになった。更に、平

成 28 年 4月の雇用保険法等の改正により、一

定の要件を満たせば週 40 時間までの就業が可

能となった。 

このようにセンターにおける就業機会は拡

大しており、共働き世帯や高齢者の一人暮ら

し世帯への家事援助や保育補助事業等の需要

が見込まれる。また、全国シルバー人材セン

ター事業協会と企業との連携により高齢者を

雇用している事例もある。 

センターは、「時代」を考慮したイメージ戦

略を取り入れるとともに、多様なニーズを掘

り起こすことで、就業希望者が望む仕事の受

注を目指されたい。また、多様化したニーズ

に対応できるよう、会員のスキル向上を目指

し、更なるスキル習得の機会を設けることな

どについても検討されたい。 

（公益社団法人豊島区シルバー人材センター） 

第２ ３．公益社団法人豊島区シルバー人

材センターについて（所管課：福祉総務課） 
 

【３】意見・要望 

（２）シルバー事業のイメージアップ等につい

て 

 

 センターでは、これまで自転車駐車場管理、

小学校児童通学案内、区民集会室管理など、シ

ルバー会員の就業として定着し、現在も希望者

が多い仕事を受託して、就業を希望する高齢者

の意向に応えるよう取り組んできた。一方で、

現在は、女性会員の活躍を広げる子育て世帯か

ら一人暮らし高齢世帯を対象に家事援助サー

ビス、要支援高齢世帯に生活支援サービスを推

進している。 

 さらに、シルバー会員の就業イメージをアッ

プさせるよう、地域の子どもたちの利用が進む

アートトイレ設置の公園清掃事業や IKEBUS と

タイアップしたもっときれいな街づくり推進

事業を区から受託するなど、区の施策に貢献で

きるよう取り組んでいる。 

 また、シルバー派遣事業を開始する中で地域

の保育課題解決に寄与できる区内私立認可保

育園での保育業務補助の受注を開始し、新たな

分野へ参入していくこととする。多くの女性会

員が活躍することでイメージアップを図り、会

員の安定的な確保に繋げる取り組みを進めて

いく。 

 今後とも公共、民間分野ともに、従来のイメ

ージにとらわれない就業を受注できるよう、就

業開拓に一層注力していくこととする。 

また、毎年度、新規会員の加入年齢や就業会

員の平均年齢が上昇してきているため、高齢者

である会員の特性に応じた就業スキルの向上

や健康づくりが一層求められている。 

今後、会員対象の研修・講習の機会・メニュ

ーを増やしながら会員の接遇・スキルのアップ

を行うとともに、職群班活動の充実により、就

業上の協力や会員同士がコミュニケーション

を取れるような体制づくりに取り組んでいく。 

 

所管課等: 公益社団法人豊島区シルバー人材センター 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【１】指摘事項 

（１）消費税の経理処理について 

区では、指定管理者が提出する会計報告書に

ついて、税込金額での処理を求めている。一方、

企業会計では、税抜き金額での処理が一般的で

ある。 

そのため、指定管理者は、税抜き処理から税

込処理に修正した会計報告書を区に提出する

必要があり、その作業は手作業で行われること

が多いようである。 

共同事業体としまのちから（以下「としまの

ちから」という。）は、各支出において負担して

いる消費税を、経費として計上すべきであった

が、区へ提出する会計報告書からもれていた。 

としまのちからは、会計報告書を修正し、区

へ報告されたい。また、成果配分額に変更が生

じる場合は、区と協議のうえ成果配分の変更処

理をされたい。 

生活産業課は、今後、報告書の内容を精査し、

誤りがある場合は、としまのちからに対して修

正を指導されたい。 

（共同事業体としまのちから、生活産業課） 

 

第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【１】指摘事項 

（１）消費税の経理処理について 

指摘のあった会計報告の修正及び成果配分

の再計算については現在としまのちからと協

議中である。 

令和元年度の決算状況においては消費税を

含んだものとして計上されている。 

 （共同事業体としまのちから、生活産業課） 

所管課等: 共同事業体としまのちから、生活産業課 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【２】指導事項 

（１）収支計画書及び収支報告書の報告様式につ

いて 

 

としまのちからより区へ提出された収支計

画書及び収支報告書には、実際の支出内容と異

なる項目に金額が計上されているものがあっ

た。 

区の指定管理者制度運用指針（以下「指針」

という。）を見ると、指定管理者は指針によって

示された様式により収支計画及び収支報告を

行うこととされている。これは、計画と実績の

比較が容易にできるよう、同一の様式により報

告を行うことを示したものである。 

としまのちからは、指針の様式に示された項

目をそのまま使用すべきと考え、様式に記載さ

れている項目に当てはまらない内容（警備委託

料）を、異なる項目（備品購入費）に計上して

いた。 

指針では、指針に示した様式を参考として、

計画と実績を同一様式で報告することを求め

ているのであり、実際の項目と異なる項目に計

上すると、区は提出された報告書の適正な審査

を行うことができない。 

としまのちからは、実際の項目に合わせて報

告書を作成されたい。 

生活産業課は、指定管理者が適正な報告書を

作成することができるよう指導されたい。 

（共同事業体としまのちから、生活産業課） 

 

第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【２】指導事項 

（１）収支計画書及び収支報告書の報告様式につ

いて 

 

「としまのちから」の構成企業であるサント

リーパブリシティサービス株式会社では機械

警備の運用に関する経費は通常「備品費」とし

て計上することとされており、区がこれを「委

託料」に計上していることを了知していなかっ

たために起こった齟齬である。監査指摘を受け

て、令和元年度の収支決算書では委託料に含め

て計上している。 

（共同事業体としまのちから、生活産業課） 

 

所管課等: 共同事業体としまのちから、生活産業課 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【２】指導事項 

（２）指定管理料の変更について 

 

としま産業振興プラザ（以下「イケビズ」と

いう。）の指定管理料は、年度ごとに、指定管理

者であるとしまのちからが提案したレベルア

ップ事業の事業費を、区が承認した上で、定額

分にプラスする形となっている。 

このことは、当初、指定管理者の公募選定時

にとしまのちからより提案があり、指定管理を

行う際の条件になっていると、生活産業課から

説明を受けた。しかしながら、基本協定書には、

その旨の記載がなく、年度協定書にも当該年度

の「指定管理料の額等」の規定に「（なお、上記

指定管理料には、指定管理業務として行うレベ

ルアップ事業分として1,987,000円を含むもの

とする。）」との記載があるのみである。 

としまのちからは、毎年度、区へ提案し、区

では予算の査定と合わせて審査が行われてい

ることを確認した。しかし、提案内容に基づき

査定が行われ、その結果、指定管理料の額が増

減するのであれば、レベルアップ事業について

内容及び事業費の審査が行われることに関す

る詳細を基本協定に定めておくべきである。 

また、イケビズに設置されたWi-Fiの仕様が、

区からの要望で変更され、それに伴う経費の増

加分として、指定管理料を増額している。指定

管理料を増額する理由としては妥当であるが、

指定管理料の変更にあたっては、変更内容を明

記した変更協定書等を締結する必要があった。 

実際、消防用設備等の点検の一部について、

入居 3 年目の平成 31 年度に予定されていた点

検が入居 10 年後に変更になり、経費の一部が

不要となったことを理由として平成 31 年度の

指定管理料を減額しており、その取扱いについ

ては、基本協定書第 15 条の規定に基づき協議

を行ったうえで協議書を作成し、区と指定管理

者が記名・押印している。 

指定管理者の公募選定時に、指定管理料の増

減に関する提案がなされ、それを条件として指

定管理者が決定された場合、その内容を基本協

定書に定められたい。また、年度ごとの指定管

理料は、指定管理者を決定した際に内訳も含む

合計額が決定されるのであるから、その後、指

定管理料を変更する場合は、区と指定管理者に

第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【２】指導事項 

（２）指定管理料の変更について 

 

平成 31 年 4 月 1 日付「としま産業振興プラ

ザ管理業務基本協定書の一部を変更する協定

書」において「前年度中にレベルアップ事業の

実施内容、経費の詳細を区に提案し、区が査定

し承認したものを実施する」「レベルアップ事

業にかかる費用は区が予算査定、審査の上、承

認した額を指定管理料に含める」旨を明記し

た。 

 

令和2年度の年度協定において指定管理料を

定めた条項には当初提案額、レベルアップ事業

経費、Wifi 等増額した経費及び消費増税分を明

確に記載した。 

（共同事業体としまのちから、生活産業課） 
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よる協議を前提とし、協議の結果、決定した内

容を明記した協定書あるいは協議書を締結さ

れたい。 

（共同事業体としまのちから、生活産業課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所管課等: 共同事業体としまのちから、生活産業課 
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令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【２】指導事項 

（３）文書の収受について 

 

報告書等がとしまのちからから豊島区長あ

てに提出されていたが、文書収受印は押されて

おらず、文書管理システムによる収受登録も行

われていなかった。 

生活産業課は、今後、豊島区公文書管理規程

に基づき適正な収受手続きをされたい。 

（生活産業課） 

 

 

第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【２】指導事項 

（３）文書の収受について 

 

指摘を受け、現在は「としまのちから」から

提出される報告書類について文書管理システ

ムにより文書収受を行うこととしている。 

（生活産業課） 

 

所管課等: 生活産業課 

 

 

 



 

- 22 - 

令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【２】指導事項 

（４）再委託について 

 

としまのちからは、区と締結した基本協定書

第 41 条の規定により、再委託を禁止されてい

るが、同条第 1 項ただし書きにより、「（1）建

物維持補修業務に関すること。（2）清掃業務に

関すること。（3）その他甲（区）が必要と認め

る業務に関すること。」はこの限りではないと

されている。そのうえで、同条第 2項において、

「業務の一部を再委託するときは、あらかじめ

書面にて対象業務範囲、委託先、委託金額、委

託事業者の職員構成・雇用条件等を明示して区

の承認を得るものとし」と定められている。 

としまのちからは、消防設備点検等の「再委

託先の一覧」を区に提出したが、区に対して再

委託の承認申請をしておらず、「再委託先の一

覧」を申請書に読み替えるとしても、区の承認

を受けるために明示すべき内容に不足してい

る。生活産業課においても「再委託先の一覧」

を受け取ったものの、その内容を確認しておら

ず、再委託の承認もされていなかった。 

また、としまのちからは、廃棄物の処理につ

いても再委託を行っていたが、この件について

は「再委託先の一覧」の記載からもれていた。 

としまのちからは、今後、再委託を行う際は、

基本協定に則り、区の承認を得るために必要な

内容を明示した文書を提出し、事前に再委託の

承認を得られたい。 

生活産業課は、再委託の承認を求められた場

合、その内容を確認したうえで承認・不承認の

決定を行い、結果を通知されたい。また、再委

託の承認を求める書類の提出がない場合や、提

出された書類に不備がある場合は、協定書の定

めに則った処理が行われるよう指導されたい。 

（共同事業体としまのちから、生活産業課） 

 

第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【２】指導事項 

（４）再委託について 

 

としまのちからより書面で令和2年度に実施す

る再委託の協議書を提出させ、委託先社名、所

在地、対象業務を確認のうえ承認した。 

（共同事業体としまのちから、生活産業課） 

 

所管課等: 共同事業体としまのちから、生活産業課 
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第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【３】意見・要望 

（１）自主事業の間接経費について 

 

としまのちからは、イケビズにおいて、協定

で定める自主事業を実施し、その事業報告及び

会計報告を行っているが、直接経費のみが計上

されており、間接経費の負担については計上さ

れていなかった。 

イケビズの指定管理経費としては、代表団体

であるサントリーパブリシティサービス株式

会社が負担する間接経費が計上されており、イ

ケビズにおいて指定管理者が自主事業を行う

にあたり、間接経費が全くかからないというこ

とは考えにくい。 

としまのちからは、自主事業の経費を計上す

る際、生活産業課と協議のうえ、間接経費につ

いても計上すべきである。 

（共同事業体としまのちから、生活産業課） 

 

第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【３】意見・要望 

（１）自主事業の間接経費について 

 

令和 2年度の収支決算書から指定管理経費、

自主事業経費のそれぞれにかかる間接経費を

計上する。 

（共同事業体としまのちから、生活産業課） 

 

所管課等: 共同事業体としまのちから、生活産業課 
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第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【３】意見・要望 

（２）飲食施設の運営について 

 

区は、イケビズにおける指定管理者の公募時

に、1 階テナント部分の用途を「カフェ・レス

トラン」（飲食施設）とし、応募にあたっては自

主事業と位置づけた必須事業として提案する

ことを求めた。また、提案についての詳細を定

め、その基本スキームにおいて、「テナント部分

の財産の取扱いについては、別途、区と指定管

理者との間で「行政財産の貸付」の手続きを行

います。ただし、指定管理者の管理業務対象範

囲とします。」とした。 

現在の飲食施設の運営は、としまのちからの

構成団体である株式会社プロントコーポレー

ション（以下「プロント」という。）が指定管理

者の自主事業として、単独で担っている。また、

テナント部分の財産の取扱いは、プロントと区

の間で「行政財産の貸付」による賃貸借契約を

締結する形をとっている。 

公募時に、テナント部分の財産の取扱いにつ

いては、指定管理業務の対象範囲とするとして

いたことからすると、現在、テナント部分につ

いて、構成団体の一部であるプロントが直接、

区と賃貸借契約を結んでいることは、共同事業

体が法人格を有しない団体として指定管理の

主体となっていることと整合性が取れない。つ

まり、指定管理者の公募時の設計に問題があっ

たのではないかといった懸念がある。 

生活産業課は事業所管課として、こうした懸

念を取り除き、指定管理の内容をより良いもの

とするため、制度設計を見直し、法制度との整

合性についても細心の注意を払うべきである。 

また、当該飲食施設はプロントによる様々な

試み・努力にも拘わらず、業績が振るわず、収

支状況は赤字が続いている。 

区が飲食施設を設置した目的は、利用者の利

便性の向上とともに、飲食施設を中心とした賑

わいの創出を図るためである。としまのちから

は今後もさらなる取組を行い、集客に努められ

たい。 

（共同事業体としまのちから、生活産業課） 

 

第２ ４．共同事業体としまのちからにつ

いて（所管課：生活産業課） 
 

【３】意見・要望 

（２）飲食施設の運営について 

 

カフェの運営は「としまのちから」の自主事

業であるが、カフェのあるイケビズ 1階のテナ

ントスペースは「としまのちから」構成３企業

のうち、プロントコーポレーションのみが占有

し、店舗を経営する形で運用されているため、

実態に合わせてプロントコーポレーションと

の契約が行われたものである。 

当該飲食施設は令和2年7月にハレザタワー

に移転し、後継店舗についてはプロントコーポ

レーションにおいて事業計画を策定中である。 

（共同事業体としまのちから、生活産業課） 

 

所管課等: 共同事業体としまのちから、生活産業課 
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第２ ５．総括意見 
 

（１）指定管理者制度運用指針について 

区における施設等の指定管理は、指針に基づ

き実施されているが、各所管課が指定管理に関

する事務を行うにあたっては、指針に記載され

た内容を、そのまま引き写して協定書等を作成

するなど、施設の個別的内容に即した協定書の

作成がなされていない状況が見受けられる。そ

の結果、指針の趣旨とは異なる運用が行われて

いる事例が散見される。 

指針に対しては、以前より意見を述べてお

り、その意見を取り入れた改定が行われている

が、指針の示す内容を正しく理解したうえで運

用しなければ意味のないものとなる。 

他区の例を見ると、指針にはマニュアル化さ

れたものがある。他区の状況なども含めて引続

き調査・研究を行い、例えばマニュアル化する

など、所管課がその内容を誤解することなく、

適切に運用できるようにすべきである。 

行政経営課は、指針の内容を更に精査し、分

かりやすいものとされたい。また、指針に記載

された内容や資料として添付されている協定

書等は、あくまでも例示であり、各施設や管理

者に合わせた内容に変更すべきであることを、

指定管理事務を行う所管課に対して十分に説

明されたい。 

（行政経営課） 

第２ ５．総括意見 
 

（１）指定管理者制度運用指針について 

 第 10 版の指定管理者運用指針の改定にあた

り、本編と資料編に分け、「資料編の内容はあく

までも標準例であり、要項・協定等を作成する

際は、各施設の特性に応じ、適宜内容を変更し

てください」との注意書きを記載した。引き続

き、わかりやすい内容にすべく、他自治体の例

を参考にしながら改定を行いたい。 

（行政経営課） 

所管課等: 行政経営課 
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第２ ５．総括意見 
 

（２）収支計画書及び収支報告書について 

指針によれば、指定管理者から提出される収

支計画書及び収支報告書は、その内容を見比べ

やすくするために、同一の様式を使用すること

とされている。指定管理者は、この指針の内容

に従い報告書を作成していたが、区が示した様

式の項目を変更できないと理解をしていた。 

そのため、指定管理者から区に提出された収

支報告書は、実際の支出項目とは異なる内容の

項目に当てはめて作成されていた。 

指針が示している様式は、あくまでも例示で

あり、その趣旨は、計画と実績の内容を対比す

るために同一様式で作成することにある。 

指定管理者の理解が不十分であり、また所管

課もそれを指摘し修正を依頼していないこと

から所管課の理解も本来の趣旨を汲んだもの

とはなっていないことがうかがえる。また、指

定管理者は、企業会計では正しい科目に振り分

けた資料を作成していたものの、区への報告様

式に変換する際に、本来の支出とは異なる項目

に当てはめるといった作業を行っていた。 

行政経営課は、指定管理者が正しい理解のも

と区への提出書類の作成ができるよう、具体的

なルールを示されたい。また、所管課が指針に

対する理解を深め指定管理者に対して正しい

指導が行えるよう、所管課に向けた説明会の開

催等を検討されたい。 

（行政経営課） 

第２ ５．総括意見 
 

（２）収支計画書及び収支報告書について 

 指定管理者が作成する収支報告書について、

作成方法等の周知が不十分である点は、ご指摘

のとおりである。区への提出書類については、

所管課への事業報告書提出依頼文に報告書作

成時の注意点等を記載した文書の添付を行う

ことを検討する。 

 また、指定管理者に区の考え方が伝わりにく

いことから、現在非公開としている指定管理者

制度運用指針について、公開を検討する。 

30 年度より年１回の所管課説明会を開催して

いるが、その中で指定管理者制度運用指針の改

定内容のみならず、監査から指摘を受けた事項

についても注意喚起を行い、さらなる周知徹底

及び指導調整を図っていく。 

（行政経営課） 

所管課等: 行政経営課 
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第２ ５．総括意見 
 

（３）消費税の取り扱いについて 

指定管理者は、通常、企業会計による処理を

行っており、多くの場合、税抜き処理を採用し

ている。ところが、区への報告は税込処理とな

るため、報告書の作成を一部手作業により行わ

ざるを得ない状況にある。 

そのため、数字の転記を行う際に誤りが生じ

ることが多いのが現状である。 

今回の監査においても、税込処理の報告書を

作成するにあたって、消費税分を経費に計上し

忘れている事例があった。 

行政経営課は、指定管理者が新たに選定され

た際に、区へ適正な会計報告が行えるよう、処

理方法について解説を行う機会を設けるとと

もに、指定管理期間開始後も随時、指導を行わ

れたい。 

（行政経営課） 

 

（４）共同事業体について 

指定管理を共同事業体で実施する趣旨は、共

同事業体を構成する団体相互の得意分野を生

かし、各々の力を持ち寄ることで、より良い指

定管理の効果を上げることにある。 

しかしながら、団体間で協定を結んだうえ

で、担当した事業に対する事業費の支払いを固

定額で受けるなど、構成団体の一部が代表団体

の下請けを行っているように見受けられるも

のがある。 

行政経営課は、制度設計を再考するとともに

募集方法を工夫し、共同事業体が本来の主旨に

沿った力を発揮できるよう所管課に対し指導

を行われたい。 

（行政経営課） 

 

第２ ５．総括意見 
 

（３）消費税の取り扱いについて 

 運用指針上、「収支報告書については、収支計

画書に対応する部分については、対比できる形

式で作成させる」こと、また収支計画書の様式

に「金額はすべて消費税込みとします」との注

意書きがあり、収支実績についても、収支計画

書に合わせ、すべて消費税込みで計上すること

を、昨年度の所管課説明会で所管課に対し注意

喚起を行ったところである。指定管理者に対し

ては、収支報告書作成上の注意点について、所

管課を通じて文書等で注意喚起を行う必要が

あると考える。 

新たに選定された指定管理者について、解説を

行う機会を設けるかについては今後の検討と

したい。 

（行政経営課） 

 

 

（４）共同事業体について 

 共同事業体による応募のメリットや趣旨に

ついては指定管理者制度運用指針に記載し、所

管課に周知を行った。今後は、他自治体を含め

共同事業体の実例を研究し、制度設計の再考を

行うとともに募集方法についても検討する。 

（行政経営課） 

所管課等: 行政経営課 

 

  



 

- 28 - 

令和元年度財政援助団体等監査結果報告における 

監査委員指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等報告書 

監査結果報告における指摘、指導及び意見・要望 左の指摘、指導及び意見・要望に対する措置状況等 

第２ ５．総括意見 
 

（５）指定管理者制度におけるサービス向上と経

費節減について 

指針によれば、「民間の競争原理を利用した

住民サービスの向上や経費節減を図る」ことが

指定管理者制度の趣旨とある。 

このことを踏まえ、まず、経費節減の観点か

らイケビズの指定管理を見ると、平成 30 年度

の指定管理料は約 7,000 万円である一方、区が

協定に基づき受けた利益配分は約 240 万円で、

利益率は約 3％である。 

としまのちからが受託する以前の年間管理

経費が約 4,500 万円であることに比べると、約

2,500 万円支出が増えていながら収入が約 240

万円というのは、差し引き 2,000 万円以上の支

出増である。つまり、経済合理性の面だけ見れ

ば、新たな指定管理者への移行効果はなかった

という結果となる。 

しかしながら、としまのちからが指定管理者

となったことで、これまでにない様々な自主事

業がなされ、利用率、利用者がともに増加する

とともに、利用者満足度調査でも「とても満足」

「満足」を合わせて 88％であり、住民サービス

向上の面からは、評価に値する結果となってい

る。 

このように指定管理者制度は、一概に経済合

理性だけで語れるものではなく、経済性、効率

性、有効性はどうか、区民満足度（サービスの

質）はどのように変化したか、公平性や運営の

安定性はどうかなど、多角的な観点から評価さ

れるべきものである。要は、経費節減とサービ

ス向上の「バランス」こそが、行政経営にとっ

て重要な視点である。 

行政経営課は、指定管理者制度の運用にあた

って、事業者選定方法、利益配分のあり方、区

民満足度などのモニタリング方法、協定内容な

どについて不断の見直しを行い、住民サービス

の向上と経費の節減のバランスに配慮がなさ

れるよう、全庁的な指導をされたい。 

（行政経営課） 

 

第２ ５．総括意見 
 

（５）指定管理者制度におけるサービス向上と経

費節減について 

 これまでも、事業者選定方法、モニタリング

方法、協定内容などについて見直しを行ってい

るが、引き続き「サービス向上」と「経費節減」

のバランスの取れた指定管理者制度とすべく、

指導調整を行っていく。 

また、利益配分のあり方については検討を行

う。 

（行政経営課） 

所管課等: 行政経営課 
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第２ ５．総括意見 
 

（６）外郭団体の定義及び評価について 

外郭団体については、東京都では「政策連携

団体」と定義し、要綱及び基準を定め、決算資

料をホームページで公開している。しかし区で

は、行政経営白書の中で触れているものの、要

綱等は策定されていない。また、本来外郭団体

と位置付けるべき団体が、外郭団体とされてい

ないように見受けられる。少なくとも、区から

職員を派遣しているような団体は、外郭団体と

すべきである。 

また、行政評価（外郭団体経営評価）につい

ても、所管課任せとなっているが、所管課は自

らが所管する団体とともに様々な事業を実施

しているのであるから、その団体を客観的に見

ることは難しい面もある。 

行政経営課は、外郭団体の定義を整理し、明

文化した上で公表すべきである。また、外郭団

体等に対する最終的な評価の取りまとめも行

われたい。 

（行政経営課） 

 

第２ ５．総括意見 
 

（６）外郭団体の定義及び評価について 

 外郭団体の定義については、行政経営白書に

記載し、ホームページで公開している。また、

定義は平成 29 年度に見直しを行ったところで

あるが、今後も 23 区の考え方などを参考にし

ながら必要に応じて見直しを行っていく。 

 外郭団体の評価は、事業に精通している所管

課の評価が重要であると考える。行政経営課

は、指標や評価表の見直し等を行うことで、よ

り客観的な視点で課題を捉えられるよう所管

課を支援していく。 

（行政経営課） 

 

所管課等: 行政経営課 
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第２ ５．総括意見 
 

（７）障害者差別解消法に対する対応について 

平成 28 年 4 月 1 日に障害を理由とする差別

の解消の推進に関する法律（以下「障害者差別

解消法」という。）が施行された。 

豊島区では、多くの施設を指定管理者により

管理しているが、障害者差別解消法の対応とし

ては、指定管理者は民間事業者の取り扱いとな

るものの、区の施設は「豊島区立」の名称を冠

しており、利用者等からも区の施設と認識され

ているため、原則として区と同等の取り扱いと

することが望ましい。 

区では、「豊島区 障害者差別解消法指定管理

者及び区業務受託事業者対応マニュアル」（以

下「障害者差別解消法マニュアル」という。）を

平成 30年 2 月に発行（平成 31年 3 月改訂）し

ている。これは、障害者差別解消法に関わる、

法律・条例の概要や、対応の具体例、さまざま

な障害の特性について分かりやすく解説した

もので、適切な対応をするためには、内容を理

解する必要があるものである。 

しかしながら、今回の監査において指定管理

者に障害者差別解消法マニュアルが渡されて

いないことが判明した。所管課は、指定管理者

が確認すべき資料を遅滞なく渡すべきであり、

また、行政経営課も、各所管課が指定管理者に

示すべき資料をもらすことのないよう啓発し、

指導されたい。 

（行政経営課） 

 

第２ ５．総括意見 
 

（７）障害者差別解消法に対する対応について 

 障害のある方への対応については、「豊島区 

障害者差別解消法指定管理者及び区業務受託

事業者対応マニュアル」を活用し、適切な対応

を行うよう、指定管理者制度運用指針に記載し

ている。指定管理者が確認すべき資料について

は、チェックリストを作成するなど、所管課が

漏れなく提供できるよう注意喚起を行う。 

（行政経営課） 

所管課等: 行政経営課 

 


